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３ 技術提案書の評価基準
\ 技術提案書による評価
{ 予定管理技術者及び予定担当技術者（以
下「配置予定技術者」という。）の技術資格

| 配置予定技術者の同種・類似業務の実績
} 配置予定技術者の手持ち業務量
~ 配置予定技術者の公的機関からの表彰経
験

� 予定管理技術者の当社での業務成績

] 配置予定技術者からのヒアリングによる評
価
{ ヒアリング対象者
ａ）予定管理技術者

| 評価項目
ａ）専門技術力の確認
ｂ）業務への取組み姿勢
ｃ）質問に対する応答性

| 人的関係 以下のいずれかに該当する２
者の場合。ただし、イについては、会社の
一方が更生会社又は再生手続が存続中の会
社である場合は除く。
ａ）一方の会社の役員（以下に掲げる定義
に該当する者をいう。以下同じ。）が、他
方の会社の役員を現に兼ねている場合
ｂ）一方の会社の役員が、他方の会社の管
財人（以下に掲げる定義に該当する者を
いう。）を現に兼ねている場合
【役員の定義】
Ë 会社の代表権を有する取締役（代表
取締役）

ô 取締役（社外取締役を含む。ただし、
委員会設置会社の取締役を除く。）

ã 委員会設置会社における執行役又は
代表執行役

【管財人の定義】
会社更生法第67条第１項又は民事再生
法第64条第２項の規定により選任された
管財人

} その他見積りの適正さが阻害されると認
められる関係 その他上記{又は|と同視
しうる資本関係又は人的関係があると認め
られる場合

_ 業務実施上の条件
{ 法人に必要とされる業務の実績 当該業
務に参加を希望する法人は、平成16年度以
降に首都高速道路株式会社（民営化前を含
む。以下同じ。）、各高速道路会社、公社、
官公庁又は独立行政法人における道路構造
物についての保全情報（構造、点検、補修・
補強、更新、資産価格）の管理運用業務及
びアセットマネジメントのシステム開発・
運用に関して完了した業務実績を有するこ
と。なお、当該実績について、首都高速道
路株式会社（民営化前を含む。以下|にお
いて同じ。）から業務の評定点を受けたこと
がある場合には、業務の評定点が60点未満
のものは認めない。

| 予定管理技術者に必要とされる要件
ａ）技術資格 技術士［建設部門（道路）］、
技術士［建設部門（鋼構造及びコンクリー
ト）］若しくは、これと同等の能力と経験

を有する技術者又はＲＣＣＭ（道路）若
しくはＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリー
ト）を有する者とする。なお、外国資格
を有する技術者（我が国及びＷＴＯ政府
調達協定締約国その他建設市場が開放的
であると認められる国等の業者に所属す
る技術者に限る。）については、あらかじ
め技術士相当又はＲＣＣＭ相当との国土
交通大臣認定（総合政策局建設市場整備
課）を受けている必要がある。
ｂ）業務実績 平成16年度以降に完了し
た、以下に示される同種又は類似業務に
ついて、１件以上の実績を有さなければ
ならない。なお、当該実績について、首
都高速道路株式会社から業務の評定点を
受けたことがある場合には、業務の評定
点が60点未満のものは認めない。
同種業務 首都高速道路株式会社にお

ける道路構造物の保全情報
（構造、点検、補修・補強、
更新、資産価格）の管理運
用業務及びアセットマネジ
メントのシステム開発・運
用

類似業務 各高速道路会社（首都高速
道路株式会社を除く）、公
社、官公庁又は独立行政法
人における道路構造物の保
全情報（構造、点検、補修・
補強、更新、資産価格）の
管理運用業務及びアセット
マネジメントのシステム開
発・運用

４ 手続等
\ 担当部局 首都高速道路株式会社 東東京
管理局 総務・経理課 〒103`0015 東京都
中央区日本橋箱崎町43番５号 電話03`

5640`4817

] 現場説明書及び技術提案書作成要領の交付
期間、場所及び方法
{ 交付期間 平成26年４月10日（木）から
平成26年４月21日（月）までの毎日（行政
機関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条に規定する行政機関の休日を
除く。以下同じ。）、10時から15時まで。（12

時から13時までの時間を除いた時間）
| 場所 上記\に同じ。
} 方法 無償にて直接交付する。

^ 参加表明書等の受領期間、提出場所及び提
出方法
{ 受領期間 平成26年４月10日（木）から
平成26年４月21日（月）までの毎日、10時
から15時まで。（12時から13時までの時間を
除いた時間）

| 提出場所 上記\に同じ。
} 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限
る。）による。

_ 上記２の参加資格を確認し、平成26年４月
25日（金）にその結果を書面にて通知する。
技術提案書及び見積書（以下「技術提案書等」
という。）の提出要請を受けた者のみ技術提案
書等を提出できるものとする。

` 技術提案書等の提出期間、提出場所及び提
出方法
{ 提出期間 平成26年４月25日（金）から
平成26年６月９日（月）までの毎日、10時
から15時まで。（12時から13時までの時間を
除いた時間）

| 提出場所 上記\に同じ。

} 提出方法 持参又は郵送（書留郵便に限

る。）による。

a 見積書開封の日時及び場所 上記_の書面

にて通知する。

６ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 42

] Subject matter of the contract : Manage-

ment and Operation of Maintenance Infor-

mation on Metropolitan Expressway (Year

2014).

^ Time-limit to express interests to 3 : 00

p.m. Apri 21, 2014

_ Time-limit for the submission of propos-

als : 3 : 00 p.m. June 9, 2014

` The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

a Contact point for the notice : General Af-

fairs and Accounting Section, East Tokyo

Operation Bureau, Metropolitan Express-

way Company Limited, 43`5, Nihonbashi-

hakozakicho, Chuo-ku, Tokyo 103`0015

TEL 03`5640`4817

５ その他

\ 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

] 契約保証金 免除

^ 契約書の作成要否 要

_ 関連情報を入手するための照会窓口 上記

４\に同じ。

` 上記２]に掲げる競争参加資格の認定を受

けていない者も上記４^により参加表明書等

を提出することができるが、その者が技術提

案書等の提出を要請された場合であっても、

技術提案書等を提出するためには、技術提案

書等の提出時において、当該資格の認定を受

けていなければならない。

a 技術提案書のヒアリングを行う。

b 詳細は現場説明書及び技術提案書作成要領

による。
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